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はじめに
　2014年度より，広島経済大学（以下，本学）では，入試改革と合わせて
教育改革を実施してきた。教育の質を向上させるさまざまな取り組みが実
施される中，簿記科目についてもいくつかの課題が浮上したことから，大
きな改革を断行することとなった。現在，簿記教育改革の一環として大幅
にカリキュラムを変更してから，おおよそ 3 年が経過している。改革途上
とはいえ，その成果を把握し，検証することは，今後の簿記教育を実施し
ていく上においても，極めて重要であろう。そこで，本稿では，この簿記
教育改革の流れを示すとともに，その成果を検証することを通じて，本学
ならびに日本の大学における簿記教育の発展への貢献を目指す。
　一般的な大学における簿記教育の現状として，実務との乖離や検定試験
対策中心の講義に対する懸念など，さまざまな問題点が指摘されているな
か（日本簿記学会簿記教育研究部会中間報告，2013），各大学は様々な工
夫をこらしてきた。例えば，独自に簿記学習のための施設を設置し，自習
室や質問対応などを幅広く実施するものや（塚辺，2015），ゲームを会計
教育に応用して，学生の興味・関心を惹こうとするもの（潮，2014）など，
それらの工夫には枚挙にいとまがない。
　本学においても，上述の簿記教育改革の一環で，簿記にかかわる「カリ
キュラムの変更」や「Student Assistant （以下，SA） 制度の創設」を通じて
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工夫をこらしてきた。そこで，本稿では，本学における簿記教育改革を実
践報告として明らかにすることで上述の目的を果たすことを目指す。
　まず，第 1 章では，簿記教育改革の概要を示したうえで，第 2 章におい
てその改革に至るまでの経緯を提示する。そして，第 3 章では，簿記教育
改革を通じた学生の変化について定量的な評価を行っていく。そのうえで，
第 4 章において，今後に向けて残された課題を述べて，本稿の結びとする。
1 ．簿記教育改革の概要
　簿記教育改革のハイライトは，2013年度から2014年度にかけてなされた
大幅なカリキュラム変更である。改革直前，2013年度の簿記科目は，経営
学科科目の入門科目（必修科目）として「簿記原理Ⅰ（入門）」，「簿記演習
Ⅰ」が，基礎科目（選択科目）として「簿記原理Ⅱ」，「簿記演習Ⅱ」が，
発展・応用科目（選択科目）として「簿記原理Ⅲ」，「簿記演習Ⅲ」，「簿記
2 級検定演習」が開講されていた。「簿記原理Ⅰ」と「簿記演習Ⅰ」は日商
簿記 4 級レベル，「簿記原理Ⅱ・Ⅲ」，「簿記演習Ⅱ・Ⅲ」は日商簿記 3 級レ
ベルに対応する。また能力開発科目（税理士関係科目）として「経理実務
基礎Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ」，「経理実務応用Ⅰ・Ⅱ」，「企業会計実務基礎Ⅰ・Ⅱ」，
「企業会計実務応用Ⅰ・Ⅱ」，「会計理論基礎Ⅰ・Ⅱ」，「会計理論応用Ⅰ・Ⅱ」
が開講されていた。なお，「簿記原理Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」，「簿記演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」，
「企業会計実務基礎Ⅰ・Ⅱ」，「会計理論基礎Ⅰ・Ⅱ」は 2 単位，「簿記 2 級
検定演習」，「経理実務基礎Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ」，「経理実務応用Ⅰ・Ⅱ」，「企
業会計実務応用Ⅰ・Ⅱ」，「会計理論応用Ⅰ・Ⅱ」は 4 単位の講義である。
　当時，経営学科の簿記科目（「簿記原理Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」，「簿記演習Ⅰ・Ⅱ・
Ⅲ」）は，日商簿記 4 級から 3 級の範囲しか網羅しておらず，日商簿記 2
級を取得するためには，能力開発科目を受講する必要があった1︶。2012年
度の能力開発科目の案内パンフレットによると，日商簿記 2 級を目指す学
生に対して， 1 年次後期に「経理実務基礎Ⅰ・Ⅱ」， 2 年次の前期に「経
理実務基礎Ⅲ・Ⅳ」，後期に「経理実務応用Ⅰ・Ⅱ」を履修するモデルが，
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さらに税理士を目指す学生には， 3 年次の前期に「企業会計実務基礎Ⅰ」，
「会計理論基礎Ⅰ」，後期に「企業会計実務基礎Ⅱ」，「会計理論基礎Ⅱ」，
4 年次の前期に「企業会計実務応用Ⅰ・Ⅱ」，「会計理論応用Ⅰ・Ⅱ」を履
修するモデルが提示されている（表 1 ）。これら能力開発科目は，原則と
して日商簿記 3 級取得者もしくは簿記学習経験者を対象としたものであっ
た。
表 1 ．2013年度までの簿記科目カリキュラム体系
主な
対象学生
学習レベル
（到達目標）
1 年次 2 年次 3 年次 4 年次
前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期
学部
科目
（ 2 単位）
普通高校
出身者
（簿記未経験）
日商簿記
3 級
簿記原理Ⅰ
（必修）
（ 4 級レベル）
簿記演習Ⅰ
（必修）
（ 4 級レベル）
簿記原理Ⅱ
（ 3 級前半）
簿記演習Ⅱ
（ 3 級前半）
簿記原理Ⅲ
（ 3 級後半）
簿記演習Ⅲ
（ 3 級後半）
商業高校出身者
（日商 3 級／ 
全商 2 級取得）
日商簿記
2 級
（簿記原理Ⅰ
は単位振替
認定）
（簿記原理Ⅰ
は単位振替 
認定）
簿記 2 級
検定演習
（ 4 単位）
能力開発
科目
（ 4 単位）
特定せず
（意欲ある者）
日商簿記
2 級
経理実務基礎Ⅰ
経理実務基礎Ⅱ
経理実務基礎Ⅲ
経理実務基礎Ⅳ
経理実務応用Ⅰ
経理実務応用Ⅱ
税理士
「簿記論」⇒
企業会計
実務
基礎Ⅰ
企業会計
実務
基礎Ⅱ
企業会計
実務応用Ⅰ／
企業会計
実務応用Ⅱ
「財務諸表
論」⇒
会計理論
基礎Ⅰ
会計理論
基礎Ⅱ
会計理論 
応用Ⅰ／会計
理論応用Ⅱ
　また，当時用意されていた履修モデルは，簿記未経験者は，日商簿記 3
級の範囲を 3 年次後期までに，簿記学習経験者は，日商簿記 2 級の範囲を
2 年次後期までに学習するという非常に冗長なものであった。そこで後述
する教育改革のワーキンググループ（以下，WG）が立ち上がるわけであ
るが，WG は，「履修目標の早期実現化」，「簿記経験者向け教育の充実」，
「能力開発科目（税理士関係科目）の効率化」の 3 点を改革の狙いに定め，
改革案を作成し，学長室ミーティング，学科会，教務委員会，教授会で了
承を得た後，大幅なカリキュラム変更を実現することとなった。
　最終的に決定された新カリキュラムは，表 2 に示す通りである。ここで
注目すべきは，学生それぞれの目標ごとに，カリキュラムコースが 3 種類
準備された点である。普通高校出身者（簿記未経験者）は，日商簿記 3 級
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の取得を目指すために， 1 年次前期に「簿記入門」，後期に「簿記 3 級Ⅰ」2︶，
2 年次前期に「簿記 3 級Ⅱ」，後期に「簿記 3 級検定演習」を受講する履
修モデル，日商 3 級もしくは全商 2 ・ 3 級取得者は，日商簿記 2 級の取得
を目指すために， 1 年次前期に「簿記 2 級」，後期に「簿記 2 級検定演習」
を受講するという新たな履修モデルが作成された。また，税理士を目指す
学生を対象に，能力開発科目（税理士関係科目）も「簿記論Ⅰ・Ⅱ」，「財
務諸表論Ⅰ・Ⅱ」の 4 科目が開講されることとなった。
　日商簿記 2 級の講義は，学科科目に移行され，能力開発科目（税理士関
係科目）の講義名には，その試験科目名がつけられた。また，学生が積極
的に上位資格を取得するよう導くために，「簿記入門」「簿記 3 級Ⅰ」を資
格により単位振替した学生に対しては，それぞれの資格に応じて「簿記 2
級」，「簿記論Ⅰ」をそれぞれ履修必修化した。
表 2 ．新カリキュラム（2014年度以降）の全体像
主な対象学生
学習レベル
（到達目標）
1 年次 2 年次 3 年次 4 年次
前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期
学部 
科目
簿記未経験
（主に普通高
校出身者）
日商簿記
3 級
簿記入門
（必修： 2 単位）
簿記 3 級Ⅰ
（必修： 2 単位）
簿記 3 級Ⅱ
（選択： 2 単位）
簿記 3 級検定演習
（選択： 2 単位）
日商 3 級／
全商 2 ・ 3 級取得
（主に商業高
校出身者）
日商簿記
2 級
（簿記入門は
単位振替認定）
（簿記 3 級Ⅰは
単位振替認定）
簿記 2 級
（履修必修： 4 単位）
簿記 2 級検定演習
（選択： 4 単位）
能力
開発
科目
日商 2 級／
全商 1 級取得
（主に商業高
校出身者）
税理士
（簿記入門は
単位振替認定）
（簿記 3 級Ⅰは
単位振替認定）
簿記論Ⅰ
（履修必修： 4 単位）
簿記論Ⅱ
（選択： 4 単位）
財務諸表論Ⅰ
（選択： 4 単位）
財務諸表論Ⅱ
（選択： 4 単位）
　簿記教育改革は，現在も続いており，2017年度からは，学生同士による
学習支援活動を狙った簿記 SA 制度が始まる。これは，本学の学部生・大
学院生が SA となり学習支援を行うことで，相談者である学生の簿記に関
する基礎知識（「簿記入門」「簿記 3 級Ⅰ」レベル）の構築を図るものであ
る。この制度構築の背景には，教員よりも立場が近い SA による学習支援
685簿記科目の改革
によって，相談者に簿記の苦手意識を払しょくしてもらいたいという思い
もある。また，この制度は，SA となる学生のための制度でもある。学習
支援という場は，コミュニケーション能力や問題解決能力といった能力を
高める機会，簿記やその背景にある会計学についての理解を深める機会を
提供する。特に，高等学校教諭一種免許状・高校一種（商業）取得を目指
す学生にとっては，学習支援を通じて，簿記の学習指導力の向上も期待さ
れる。
　このように現在も改革は進行中であるが，2014年度から 3 年経過した今，
その成果を把握することも重要であろう。成果の検証は第 3 章で行うが，
その前に次章では，大幅なカリキュラム変更を実現した簿記教育改革の経
緯に触れたい。一方で，改革の議論のほとんどは，筆者 2 名の赴任以前に
なされたものである。したがって，その記述にあたって，簿記教育改革に
おいて中心的な役割を担われた小谷幸生教授より頂戴した改革に関する資
料を利用している。
2 ．簿記教育改革の経緯
　簿記教育改革は，2012年11月 8 日に前川功一教授（当時，学長）の依頼
で小谷幸生教授（当時，経営学科主任）を座長とする体制で始まった。当
初，想定されていた対象は，能力開発科目（税理士関係科目）としての簿
記教育であり，その背景には，税理士志望の大学院生に，学部時代にある
程度のレベルの簿記教育をしておいてほしいという大学院側からの要望も
あった。その後，小谷教授を議長とした学部・簿記教育 WG が設置され3︶，
同年11月22日に第 1 回の会合が開催された。
　第 1 回の会合では，前川学長より，学部と大学院との接続を目的とした
能力開発科目（税理士関係科目）の見直しと，学部簿記教育のレベルアッ
プの検討という WG 結成の趣旨説明が行われ，メンバー間で現状及び問
題点が議論された。そこでは，能力開発科目（税理士関係科目）について，
①日商簿記 2 級合格を目指す科目が， 1 科目 4 単位（週 2 コマ）で計 6 科
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目が 1 年半にわたり用意されていることの冗長性，②日商簿記検定 2 級合
格者のうち約 6 割は普通科高校出身者であるが，能力開発科目（税理士関
係科目）の履修者が少ない点，③学部の簿記教育のありかたについて， 1
年次前期に日商簿記 4 級レベルを修了させることで，早期に次のステップ
となる日商簿記検定 3 級， 2 級への連続性を保たせることの重要性，④ま
たそれに伴い日商簿記 3 級レベルの内容を必修科目として単位修得させる
可能性などが議論された。
　これらの指摘を受け，2014年度以降の履修モデル案として，普通科高校
の卒業生については， 1 年次前期に日商簿記 4 級の範囲を， 1 年次後期と
2 年次前期に日商簿記 3 級の範囲を学習し，サマー講義から能力開発科目
（税理士関係科目）を受講するモデル，商業高校の卒業生（日商簿記 3 級
取得者）には， 1 年次前期に日商 3 級を復習する講義を準備し， 1 年次後
期から能力開発科目（税理士関係科目）を受講するモデルが提示された。
　第 2 回の会合は12月 5 日に開催された。第 2 回の WG では，能力開発
科目（税理士関係科目）の現状が共有され，さらに，今後の能力開発科目
（税理士関係科目）および学部簿記教育のありかたが議論された。議事録
によると，様々な観点から意見が出されているが，着目すべきは，能力開
発科目（税理士関係科目）は，税理士試験（科目合格）レベルに特化して
はどうかという意見が出ている点である。さらには，能力開発科目（税理
士関係科目）における科目名称が分かり難いため，どのような授業内容，
資格取得を目指した科目かが明確に伝わるような科目名称にするべきであ
るという意見も出ていた。
　第 3 回の会合は，12月19日に開催された。これが WG としては最後の
会合になる。小谷教授より，カリキュラムのたたき台が紹介され，このた
たき台を基に議論がなされた。それを受け，学部・簿記教育 WG の最終
案も作成されることとなる。ここで提示されていた最終案は，その後，改
正され，教授会での承認を経て，新カリキュラム（前章表 2 ）が確定され
ることとなった。
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　もともとは，大学院教育との接続の関係で始まった簿記教育改革である
が，おそらく当初予測されていたよりも抜本的な改革がなされることと
なった。目指す資格によって 3 種類のコースが準備され，科目名称もその
資格と対応した名称に変更されることで，学生にとっても非常に理解しや
すい体系になったと言えよう。カリキュラムの大幅な変更によって，改革
のねらいであった「履修目標の早期実現化」，「簿記経験者向け教育の充実」，
「能力開発科目（税理士関係科目）の効率化」の全てが達成できたと考え
られる。一方で，この改革による実態としての成果は，どのような形で表
れているのであろうか。次章ではこの問題に取り組む。
3 ．簿記教育改革の評価
　前章の経緯を踏まえて実施されてきた簿記教育改革ではあるが，2014年
度からの 3 年間の経過を経て，「履修目標の早期実現化」，「簿記経験者向
け教育の充実」，「能力開発科目（税理士関係科目）の効率化」といったそ
れぞれのねらいの成果は，どのように評価できるのであろうか。本章では，
2014～2016年度における簿記科目の受講者成績データならびに，簿記資格
取得者のデータなどを交えてそれぞれの成果を検証する。ただし，今回の
検証では，本学のカリキュラムである経営学科科目ならびに能力開発科目
以外の自主的な学習（例えば，専門学校の利用や本学教育・学習支援セン
ターの資格取得講座など）は，対象としていない。
3.1　「履修目標の早期実現化」についての検証
　本改革の掲げる目標の「履修目標の早期実現化」とは，具体的には，普
通高校出身者（簿記未経験者）は， 2 年次までに日商簿記 3 級の取得を目
指し，商業高校出身者や日商 3 級もしくは全商 2 ・ 3 級取得者などの簿記
経験者は， 1 年次ないしは 2 年次までに日商簿記 2 級の取得を目指すもの
である。
　そのために，簿記未経験者は， 1 年次前期に「簿記入門」，後期に「簿
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記 3 級Ⅰ」， 2 年次前期に「簿記 3 級Ⅱ」，後期に「簿記 3 級検定演習」を
受講する履修モデルを想定しており，簿記経験者は， 1 年次前期に「簿記
2 級」，後期に「簿記 2 級検定演習」を受講するという履修を促すカリキュ
ラムである。
　そこで，簿記経験者は積極的に上位資格を取得するよう導くために，「簿
記入門」「簿記 3 級Ⅰ」を単位振替ができる一方で，すでに保有するそれ
ぞれの資格に応じて「簿記 2 級」，「簿記論Ⅰ」をそれぞれ履修必修化して
いる（表 3 ）。
表 3 ．単位振替による履修必修科目の概要
申請資格 履修しなければならない科目
日商簿記 3 級
簿記 2 級
（経営学科科目）
全経簿記 2 級・ 3 級
全商簿記 2 級・ 3 級
日商簿記 2 級以上
簿記論Ⅰ
（能力開発科目）
全経簿記 1 級以上又は科目合格
全商簿記 1 級又は科目合格
（注）日商：日本商工会議所「簿記検定試験」
全経：公益社団法人全国経理教育協会「簿記能力検定試験」
全商：公益財団法人全国商業高等学校協会「簿記実務検定試験」
　本節および次節では，この単位振替制度によって，「簿記入門」「簿記 3
級Ⅰ」の単位振替申請をした学生を簿記経験者としたうえで4︶，簿記未経
験者ならびに簿記経験者がそれぞれどの程度目標達成に近づいているのか
見ていきたい。
　各年度の単位振替申請者数は以下の表 4 のとおりである。経営学科入学
者数のうち，おおよそ15％程度が簿記経験者であり，約85％が簿記未経験
者ということになる。本節では，特に後者である簿記未経験者を中心に検
証していく。
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3.1.1　高レベル科目履修促進についての検証
　本改革は，普通高校出身者を中心とした大学で初めて簿記を学習する簿
記未経験者に対して，以下の 3 つの対応を意識している。① 2 年次までに
日商簿記 3 級程度の知識習得を目指したうえで， 3 年次以降において高レ
ベル科目（日商簿記 2 級や税理士関連科目など）の履修を促進する　②
「必修」レベルを簿記 3 級の一部まで引き上げ，学びの強化を図る　③日
商簿記 3 級の資格取得をより進めるために，経営学科科目である「簿記 3
級検定演習（ 2 単位）」の新設である。そこで，本項で①，次項で②，次々
項で③の成果を検証する。
　まずは，必修ではない選択科目である「簿記 3 級Ⅱ」「簿記 2 級」「簿記
論Ⅰ」の履修者数を示したものが表 5 である。履修モデルに沿って考える
ならば，例えば2014年度入学生は，2014年度（ 1 年次）で「簿記入門」な
らびに「簿記 3 級Ⅰ」を履修し，2015年度（ 2 年次）に「簿記 3 級Ⅱ」，
さらには2016年度（ 3 年次）に「簿記 2 級」を履修することが望ましい。
　簿記未経験者の上位科目受講は，全体的に増加傾向にあり，そのなかで
も「簿記 3 級Ⅱ」において顕著な増加が読み取れる。実際，「簿記 3 級Ⅰ」
単位取得者のおおよそ半分が履修しているということもあり， 2 年次まで
に簿記 3 級程度の知識習得を目指す，履修目標の早期化は一定程度達成し
ていると言えよう。
表 4 ．改革後の入学者属性（経営学科） （人数）
区　　分 2014 2015 2016 備　　考
入学者 663 660 726
①経営学科 258 231 260
②簿記入門・簿記 3 級Ⅰ　資格振替者  39  31  40 ＝簿記経験者 （a）
①－② 219 200 220 ＝簿記未経験者 （b）
簿記経験者の割合 15％ 13％ 15％
（注）②簿記入門・簿記 3 級Ⅰ資格振替者については，各年度の前期末までに申請
を行った者の数である。したがって，後期，もしくは入学年度以外で申請を
行った場合，申請者数とは換算していない。
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　しかし，「簿記 2 級」については，想定している学生群による履修が極
めて少ない状況にある。例えば，2016年度の「簿記 2 級」受講者のうち，
簿記未経験者で2014年度入学生（ 3 年次生）は18名と少なく，「簿記入門」
「簿記 3 級Ⅰ」「簿記 3 級Ⅱ」それぞれを前年度までに取得している学生に
至っては， 9 名しかいない。その一方で， 2 年次に受講する学生も多く，
「簿記 3 級Ⅱ」と併せて受講するケースも一定数いる。
　したがって， 2 年次までに日商簿記 3 級程度の知識取得を目指すことに
ついては，十分に達成していると評価できるものの， 3 年次以降における
日商簿記 2 級などのより高レベルの履修促進については，その成果は限定
的である。しかし，年度毎に履修者数も増加しており，なおかつ2015年度
生以降の検証が待たれるため，今後の推移を見守っていきたい。加えて，
2 年次で「簿記 2 級」を学びたいという高い学習意欲を持つ学生が，少な
からず存在している点も見逃せない。
3.1.2　必修レベル引き上げについての検証
　前述のように，改革以前のカリキュラムでは，日商簿記 4 級レベルの履
修について，「簿記原理Ⅰ」「簿記演習Ⅰ」を必修科目として 1 年間かけて
いた。また，日商簿記 3 級レベルについては，選択科目として「簿記原理
Ⅱ」「簿記演習Ⅱ」「簿記原理Ⅲ」「簿記演習Ⅲ」と 2 ・ 3 年次で展開して
いた。そこで，この改革では， 4 級レベルを「簿記入門」， 3 級レベルを
「簿記 3 級Ⅰ」「簿記 3 級Ⅱ」として新たに改組し，そのうち 1 年次配当科
目である「簿記入門」「簿記 3 級Ⅰ」を必修とすることにした。これは，
実質的に必修レベルを 4 級レベルから 3 級レベルの前半にまで引き上げた
ことを意味する。そこで，本項ではこの学科必修である履修内容の難化の
影響について，成績データを中心に検証を試みる。
　まずは，表 6 より，経営学科 1 年次生に限っては，「簿記入門」の，お
およそ半数以上が AA もしくは A という優秀な評価を得ていることが分か
る。その一方で，単位取得ができていない落ちこぼれ数は20％弱と，各年
度ともに同じような傾向を示している。これは，以前のカリキュラムで通
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表 6 ．簿記必修科目の成績分布
・「簿記入門」受講者成績分布（経営学科 1 年次生）
（人数）
AA A B C 不可 評価不能 総計
2014年度
68 46 28 36 18 24 220
30.9％ 20.9％ 12.7％ 16.4％ 8.2％ 10.9％ 100％
2015年度
68 31 26 38 19 18 200
34.0％ 15.5％ 13.0％ 19.0％ 9.5％ 9.0％ 100％
2016年度
75 49 26 30 20 20 220
34.1％ 22.3％ 11.8％ 13.6％ 9.1％ 9.1％ 100％
・「簿記 3 級Ⅰ」受講者成績分布（経営学科 1 年次生）
（人数）
AA A B C 不可 評価不能 総計
2014年度
55 30 30 37 17 36 205
26.8％ 14.6％ 14.6％ 18.0％ 8.3％ 17.6％ 100％
2015年度
55 35 29 33 18 26 196
28.1％ 17.9％ 14.8％ 16.8％ 9.2％ 13.3％ 100％
2016年度
60 42 30 34 20 29 215
27.9％ 19.5％ 14.0％ 15.8％ 9.3％ 13.5％ 100％
・「簿記入門」受講者成績分布（全受講者数）
（人数）
AA A B C 不可 評価不能 総計
2014年度
109 62 43 65 47 45 371
29.4％ 16.7％ 11.6％ 17.5％ 12.7％ 12.1％ 100％
2015年度
135 59 53 68 54 41 410
32.9％ 14.4％ 12.9％ 16.6％ 13.2％ 10.0％ 100％
2016年度
137 79 55 81 53 47 452
30.3％ 17.5％ 12.2％ 17.9％ 11.7％ 10.4％ 100％
・「簿記 3 級Ⅰ」受講者成績分布（全受講者数）
（人数）
AA A B C 不可 評価不能 総計
2014年度
83 50 66 72 45 80 396
21.0％ 12.6％ 16.7％ 18.2％ 11.4％ 20.2％ 100％
2015年度
118 70 49 60 49 74 420
28.1％ 16.7％ 11.7％ 14.3％ 11.7％ 17.6％ 100％
2016年度
105 63 47 60 56 70 401
26.2％ 15.7％ 11.7％ 15.0％ 14.0％ 17.5％ 100％
（注）表内の C 評価については，再試験後の合格評価（C 判定）が含
まれている。
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年かけていた 4 級レベルについて，半期でも十分な成果が得られているこ
とを示唆する。また，入試改革5︶ の影響もあってか，成績優秀者の割合も
微増傾向にあることは，きわめて望ましい状況にある。
　続いて，新たに必修に加わった「簿記 3 級Ⅰ」については，難易度が高
まるからか，「簿記入門」に比べて成績優秀者（AA・A）の割合は少なく
なっている。しかし，年々その割合は大きくなりつつあることから，簿記
3 級レベルの前半について，十分な理解が進みつつあるものと期待される。
また，単位を取得できていない成績不振者の割合は約22～26％存在する。
特に，評価不能，いわゆる定期試験を受験していない学生や講義への欠席
を繰り返すような学生の割合が「簿記入門」に比べて高い（約13～18％）
ことに目を向けずにはいられない。なかでも，「簿記入門」で単位を取得
できなかった学生が，その再履修を 1 年次後期にしながら，「簿記 3 級Ⅰ」
を履修登録しているため， 3 級レベルの難易度についていくことができず，
諦めてしまうケースが非常に多い。したがって，「簿記入門」単位未取得
者については，「簿記 3 級Ⅰ」の履修指定を取りやめるなどの，柔軟な運
用を検討する必要もあるのではないかと考えられる。
　さらに，これらの 2 つの経営学科必修科目について，他学科の学生も履
修することができるが，それらを加えた場合，成績不振者の割合も大幅に
増加する。これは，「簿記入門」「簿記 3 級Ⅰ」というカリキュラムが意図
する流れに沿っていない点や，必修科目ではない余裕などから生じるもの
と想定され，教育の質向上を目標とする学びの強化を掲げる意味において
も，簿記科目の必修化がもたらすメリットは無視できないものであると言
えよう。
　最後に，選択科目である「簿記 3 級Ⅱ」の成績についても触れておきた
い（表 7 ）。この科目は選択科目ということもあり，評価不能の学生は減
少する一方で，成績不可の学生割合が非常に大きくなる。これは，簿記 3
級後半レベルの難易度の高さに起因していることが考えられる。また，日
商簿記 3 級の資格取得を目指すにあたって，この層のレベルアップが不可
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欠であると考えられ，その人数を増やしていくためにも，何らかの対策を
講じる必要性があろう。
表 7 ．「簿記 3 級Ⅱ」の成績分布
・「簿記 3 級Ⅱ」受講者成績分布（全受講者数）
（人数）
AA A B C 不可 評価不能 総計
2014年度
21 5 11 13 8 13 71
29.6％ 7.0％ 15.5％ 18.3％ 11.3％ 18.3％ 100％
2015年度
31 21 13 19 32 13 129
24.0％ 16.3％ 10.1％ 14.7％ 24.8％ 10.1％ 100％
2016年度
28 24 24 30 49 15 170
16.5％ 14.1％ 14.1％ 17.6％ 28.8％ 8.8％ 100％
（注）表内の C 評価については，再試験後の合格評価（C 判定）が含
まれている。
　また，「簿記 3 級Ⅱ」受講者について，過去の簿記必修科目（「簿記 3 級
Ⅰ」）の単位取得状況について示したものが，表 8 である。かなり多くの
学生が，「簿記 3 級Ⅰ」において成績優秀者（AA・A）であったことが，
一目瞭然である（それぞれ，62名，36名）。つまり， 1 年次の簿記科目の
基礎段階において自信をつけたことにより，次のステップに進んでいるこ
表 8 ．「簿記 3 級Ⅱ」受講者における過去「簿記 3 級Ⅰ」の成績分布
・2016年度「簿記 3 級Ⅱ」受講者
（人数）
単位振替 AA A B C 単位未取得 総計
3 級Ⅰ成績
11 62 36 26 16 19 170
6.5％ 36.5％ 21.2％ 15.3％ 9.4％ 11.2％ 100％
（注 1 ） 「簿記 3 級Ⅰ」の成績は2014年度もしくは2015年度の「簿記 3 級Ⅰ」成績に
ついて示したものである。なお，2014年度において不合格であったものが，
2015年度において合格の再評価を得ていた場合，後者の成績をもって換算
している。
（注 2 ） 表内の C 評価については，再試験後の合格評価（C 判定）が含まれている。
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とが分かる。その一方で，10％以上の学生が，「簿記 3 級Ⅰ」の単位が取
得できていないにもかかわらず，上位科目である「簿記 3 級Ⅱ」を受講し
ている（19名）。結果，その多くの学生はこの科目についても単位が取得
できておらず，体系的な学習ができていない。したがって，段階的な学習
を進めることを推奨するように，カリキュラムを検討することも必要かも
しれない。
3.1.3　「簿記 3 級検定演習」ついての検証
　また，今回の簿記教育改革において， 2 年次後期までの日商簿記 3 級の
取得を図ろうと，日商簿記検定試験対策に特化した「簿記 3 級検定演習
（ 2 単位）」を新設した。しかし，同科目受講生は全体的に減少傾向にあり
（表 9 ），なおかつ受講者のうち団体受験において合格した学生数も極めて
少ない（2016年度受験者数：10名　合格者数： 4 名）6︶。いかにして，「簿
記 3 級Ⅱ」から「簿記 3 級検定演習」の受講にまでつなげ，日商簿記 3 級
受験から合格までへの道のりを作るのかは，早急に対処すべき課題である
と考えられる。
表 9 ．「簿記 3 級検定演習」受講者数
（人数）
2 年次生 3 年次生 4 年次生～ 合計
2014年度 70 37 13 120
2015年度 83 20  4 107
2016年度 72 17  8  97
　以上 3 点の分析により，「履修目標の早期実現化」については，次のよ
うにまとめることができる。必修を日商 3 級前半まで引き上げつつ， 3 級
レベルの知識習得を 2 年次前半までに行うことについては，十分達成して
いる。しかし， 2 級レベルを目指す学生については， 2 年次に「簿記 3 級
Ⅱ」と並行して学習する意欲の高い者が一部にみられるものの， 3 級を終
えてから 2 級レベルへステップアップするという意図した流れとは異なる
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ものとなっている。また， 3 級レベルの知識を習得していながら，日商簿
記検定 3 級の資格取得には，残念ながら結びついていない。学生のモチ
ベーションを高めながら，いかにして資格取得へ繋げていくかが大きな課
題である。
3.2　「簿記経験者向け教育の充実」についての検証
　前述のように，本改革では，商業高校出身者などのすでに簿記経験のあ
る学生については，日商簿記 2 級・ 1 級や税理士などの高いレベルの資格
の取得へ誘導することを目的に，「簿記 2 級」（経営学科科目）や「簿記論
Ⅰ」（能力開発科目）履修への仕組みづくりを行ってきた。具体的には，
前節表 3 に示したような有資格の学生に対して，必修科目である「簿記入
門」「簿記 3 級Ⅰ」の単位振替を実施するとともに，保有する資格レベル
に応じて，「簿記 2 級」「簿記論Ⅰ」を履修しなければならないという履修
必修化である。
　この制度を活用することにより単位振替を行った学生は，毎年度約15％
である（前節表 4 参照）。その内訳としては，履修指定として「簿記 2 級」
を履修している学生は増加傾向にある一方で，「簿記論Ⅰ」については，
年々減少傾向にある。
　表10は，「簿記 2 級」ならびに「簿記論Ⅰ」の成績分布であるが，全体
的な成績分布と併せて，単位振替を行って履修指定となった簿記経験者の
成績をそれぞれ示している。「簿記 2 級」について非常に興味深い点として，
簿記経験者のうち，「評価不能」となる学生数の割合が極めて高いことが
挙げられる。これは，履修を強制的にさせられていることによるモチベー
ションの低下を示唆するものである。さらに，簿記経験者の「不可」は非
常に少ないことから，「できるのにやらない」という現象を説明している
とも言えよう。その一方で，簿記未経験者については，AA の評価の学生
数の割合が非常に高いことから，意欲的に履修している学生ほど，その学
習効果が高いことも明らかである。
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表10．「簿記 2 級」「簿記論Ⅰ」成績分布
・「簿記 2 級」受講者成績分布（全学生）
（人数）
AA A B C 不可 評価不能 総計
2014年度
22 25 9 14 2 20 92
23.9％ 27.2％ 9.8％ 15.2％ 2.2％ 21.7％ 100％
2015年度
18 7 9 9 14 10 67
26.9％ 10.4％ 13.4％ 13.4％ 20.9％ 14.9％ 100％
2016年度
24 13 19 20 4 23 103
23.3％ 12.6％ 18.4％ 19.4％ 3.9％ 22.3％ 100％
・「簿記 2 級」受講者成績分布（簿記経験者）
（人数）
AA A B C 不可 評価不能 総計
2014年度
5 8 1 0 0 3 17
29.4％ 47.1％ 5.9％ 0.0％ 0.0％ 17.6％ 100％
2015年度
2 3 2 2 2 5 16
12.5％ 18.8％ 12.5％ 12.5％ 12.5％ 31.3％ 100％
2016年度
5 4 5 6 0 10 30
16.7％ 13.3％ 16.7％ 20.0％ 0.0％ 33.3％ 100％
・「簿記論Ⅰ」受講者成績分布（全学年）
（人数）
AA A B C 不可 評価不能 総計
2014年度
1 0 2 6 19 1 29
3.4％ 0.0％ 6.9％ 20.7％ 65.5％ 3.4％ 100％
2015年度
5 9 1 0 0 6 21
23.8％ 42.9％ 4.8％ 0.0％ 0.0％ 28.6％ 100％
2016年度
15 3 1 0 0 0 19
78.9％ 15.8％ 5.3％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％
・「簿記論Ⅰ」受講者成績分布（簿記経験者）
（人数）
AA A B C 不可 評価不能 総計
2014年度
0 0 0 4 15 0 19
0.0％ 0.0％ 0.0％ 21.1％ 78.9％ 0.0％ 100％
2015年度
3 8 1 0 0 2 14
21.4％ 57.1％ 7.1％ 0.0％ 0.0％ 14.3％ 100％
2016年度
9 1 1 0 0 0 11
81.8％ 9.1％ 9.1％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％
（注 1 ）単位振替を申請した時期により，履修指定クラスに誤差が生じている場
合がある。その結果，表 5 ．選択科目の履修者数とは，若干の誤差が生
じている。
（注 2 ）2015年度において，履修指定に関わらず「簿記 2 級」「簿記論Ⅰ」
両方を履修している学生が 2 名いるが，どちらの成績も換算している。
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　なお，「簿記論Ⅰ」については，講義科目としての難易度にバラつきが
あるため，今後の推移に注意する必要があるが，2016年度については多く
の学生が優秀な成績を修めている。この中には，振替申請をしたことによ
る履修指定者も数多く含まれていることから，一定以上のモチベーション
を保ったうえでの学習ができていると推測される。
　また，最後に，日商簿記 2 級の資格取得を目標とする演習科目である
「簿記 2 級検定演習」について，履修者数を示したものが，下記の表11で
ある。抽選科目であるため，単純な比較はできないが，毎年30名以上の一
定数の学生が履修している。しかし，次節で検証するように，これらの受
講が資格の取得に繋がっているとは言い難い状況であり，その対策を早急
に検討する必要があろう。
3.3　「能力開発科目（税理士関係科目）の効率化」についての検証
　改革以前の能力開発科目は，「経理実務基礎Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ」，「経理実
務応用Ⅰ・Ⅱ」，「企業会計実務基礎Ⅰ・Ⅱ」，「企業会計実務応用Ⅰ・Ⅱ」，
「会計理論基礎Ⅰ・Ⅱ」，「会計理論応用Ⅰ・Ⅱ」と多岐にわたるものであり，
日商簿記 2 級ならびに税理士など，その科目が取得目標とする資格が混在
していた。しかし，今回の簿記教育改革では，日商簿記 2 級レベルを学習
する科目については経営学科科目に統一し，能力開発科目は税理士科目
（簿記論，財務諸表論）に特化したことから，両者の間に重複のない効率
的な運用が期待されるものとなった。なお，能力開発科目については，す
表11．「簿記 2 級検定演習」受講者数
（人数）
1 年次生 2 年次生 3 年次生 4 年次生～ 合計
2014年度 7 13 18 2 40
2015年度 7  9 13 2 31
2016年度 3 10 17 3 33
（注）本科目は，40名を上限とした抽選科目であり， 1 年次よ
り履修が可能である。
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でに日商簿記 2 級を取得しているもしくは意欲のある学生のみを対象とし
たうえで， 1 年で完結するようになっている。
　旧カリキュラムである2013年度の能力開発科目の受講者数を示したもの
が，表12である。 1 年間に14ものクラスが展開されており， 1 クラス当た
り数名の受講者がいる。それを税理士科目に特化して 4 クラスに再編した
新たな能力開発科目について見てみると（表13），受講者数は減少傾向に
表12．能力開発科目（旧カリキュラム）受講者数
 （人数）
科目名 2013年度
経理実務基礎Ⅰ  3
経理実務基礎Ⅱ  3
経理実務基礎Ⅲ  1
経理実務基礎Ⅳ  2
経理実務応用Ⅰ  2
経理実務応用Ⅱ  1
企業会計実務基礎Ⅰ 28
企業会計実務基礎Ⅱ 15
企業会計実務応用Ⅰ  2
企業会計実務応用Ⅱ  3
会計理論基礎Ⅰ  0
会計理論基礎Ⅱ 15
会計理論応用Ⅰ  3
会計理論応用Ⅱ  3
表13．能力開発科目（新カリキュラム）受講者数
（人数）
2014年度 2015年度 2016年度
簿記論Ⅰ 29 21 19
（うち，振替申請者） 19 14 11
簿記論Ⅱ  6  1  5
財務諸表論Ⅰ  6  4  3
財務諸表論Ⅱ  5  3  1
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ある。特に，単位振替を行わずに積極的な履修を行う学生数が減りつつあ
る。これは，税理士資格への志望が減りつつあることも要因にあるであろ
う。
　また，それに伴う日商簿記 2 級・ 1 級ならびに税理士試験などの合格状
況は，以下の表14のとおりである。年度によって試験の難易度にはバラつ
きが生じるため，単純に比較することはできないが，改革の影響は小さく，
近年の合格者数は厳しい状況にある。したがって，これらの高レベルの資
格取得に対して，どのようなフォローアップをしていくかが，非常に大き
な課題である。
表14．資格取得者数（日商簿記・税理士）の推移
・年度別資格取得者数 （人数）
資格名 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度
日商簿記検定 2 級 21 10 8 15 4 7
日商簿記検定 1 級  1  1 0  0 0 0
税理士試験（簿記論）  2  0 2  0 0 0
税理士試験（財務諸表論）  1  1 1  0 0 0
税理士試験（消費税法）  0  0 2  0 0 0
税理士試験（相続税法）  0  0 0  1 0 0
（注 1 ） 広島経済大学資格表彰制度により，教育・学習支援センターに申請のあった件数で
ある。
（注 2 ） 年度によっては，試験難易度の変化があることを考慮する必要がある。例えば，平
成28年（2016年） 6 月以降，日商簿記 2 級の出題範囲が大幅な広がったことから，
試験自体の難化可能性も指摘されている。
4 ．まとめと簿記教育改革の課題
　ここまで，広島経済大学における簿記教育改革の流れを紹介したうえで，
その影響について， 3 年間のデータをもとに検証を行った。そこから，以
下のようなことが明らかになった。
　まず，普通高校出身者を中心とした簿記未経験者による 2 年次までにお
ける簿記 3 級レベルの知識習得は，おおよそ達成できており，一定の効果
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があった。つまり，簿記教育改革によって，経営学を志す学生の簿記知識
の底上げにつながったと十分に認めることができる。しかし，その一方で，
一定数の落ちこぼれも存在する。この問題に対処するため，2017年度より
簿記 SA 制度の運用をスタートさせ，より拡充したバックアップ体制を構
築している。
　今後の課題としては，現在のカリキュラムによって，簿記や税理士など
の有資格者の増加にまでつながっていない点が挙げられる。これは，学生
の資格取得状況の把握が難しいという問題に加え，資格取得のメリットま
で十分に浸透できていないこともあり，早急に対処すべき課題である。学
部教育と実務とを橋渡しする意味においても，これら資格の取得数は今ま
で以上に，増加させる必要があろう。また，先述のように，日商簿記 3 級
程度の知識は十分であったとしても，複雑化された現代社会ではより高い
レベルの専門知識が不可欠となる。そこで，さらなる学習意欲を高めつつ，
それらを身につけることができるよう，日商簿記 2 級レベルなどのより高
レベルの科目取得への誘導も視野に入れておかなければならない。そのた
めには，段階的に履修できるような履修条件を加えるなど，より体系的な
学習環境の整備も考慮しなければならない。
　2014年度よりカリキュラム変更を中心として実施した簿記教育改革はい
まだに途上であり，引き続き，その成果についてさらなる検証が望まれる。
そのうえで，大学教育の将来を見据えて，さらなる改善を行う必要もあろ
う。今後も，「Be Student-oriented（すべては学生のために）」となるより
よい教育を展開していきたい。
　謝辞：今回の教育実践報告にあたって，資料提供を頂いた小谷幸生教授
をはじめ，簿記教育改革にかかわった教職員の皆様に心より感謝申し上げ
ます。
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注
 1） 当時，学科科目として「簿記 2 級検定演習」は開講されていたものの，それは
演習系の講義であった。
 2） 「簿記 3 級Ⅰ」の履修内容は，日商簿記 3 級試験範囲の前半部分として，「簿記
全体の枠組み」「現金」「商品売買」などを範囲とするものである。その他の内
容（例えば，手形や固定資産，決算など）については，後半部分として，「簿記
3 級Ⅱ」で扱っている。
 3） メンバーは，小谷幸生教授（経営学科主任），高岡義幸教授（ビジネス情報学科），
永田靖准教授（スポーツ経営学科），餅川正雄准教授（教養教育部），木村邦彦
部長（学務センター），竹内啓二次長，向井岳司課長補佐，森川覚課長補佐（学
務センター教務課）である。所属および役職は全て当時のものである。
 4） 商業高校出身者ではあるが，以下の理由によって簿記経験者として扱われてい
ないケースがある。①簿記の資格についての合格証書を紛失などしたことにより，
振替申請ができなかったケース　②高等学校教諭一種免許状・高校一種（商業）
取得のため，振替申請ができなかったケース　③上位科目の履修必修化を避け
るため（例えば，すでに全商 1 級を取得しているが，税理士に関心がなく，そ
の代わりに未取得であった日商 2 級の取得を目標とするなど），意図的に申請を
避けるケース
 5） 本学において，2013年度より実施した，「教育の質」の確保を目的に，合格ボー
ダーラインを引き上げるなどした一連の施策を指す。
 6） 「簿記 3 級検定演習」を委託している株式会社リンクアカデミー紙屋町校把握分
のみ。
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